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低炭素化を目指した
都市政策と地域熱供給の
導入促進策を考える

谷口 守
筑波大学 教授

村木 美貴
千葉大学大学院 教授

対談

本気度を伴った施策・計画か
村木　私は2002年に千葉大学に勤

めるようになってから、ずっと低炭

素化と都市づくりということに関心

を持って研究活動をしてきました。

　着任した頃、都市計画学の分野で

は、「低炭素」という言葉より「持続

可能性」という言葉のほうがよく使

われていましたが、最近では、「低

炭素」という大きなテーマの下、よ

り広い範囲の研究が様々見られるよ

うになってきています。

　私も、もっと積極的に皆でCO2

排出削減をしたり、上手にエネルギ

ーを使うことで最後はマーケットが

満足できるような都市が出来るとい

いなと思いながら研究を続けてきて

おります。
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低炭素化を目指した都市政策と地域熱供給の導入促進策を考える

　谷口先生は、現在の都市計画学の

研究や、実際の都市づくりについて、

どのようなことを考えていらっしゃ

るのでしょうか。

谷口　「マーケットが満足する」とい

った観点は、都市計画の研究では大

きく欠けているところですね。村木

先生は、地域熱供給（地域冷暖房）な

どをテーマにされていますが、研究

の着眼点もよいなと思って、論文を

拝見しております。

村木　ありがとうございます。

谷口　都市の低炭素化については、

私も、コンパクト化というテーマを

交通計画の研究で扱っていますし、

最近は福祉の問題とも関連して、人

口減少時代に向けて、なるべく駅周

辺に高齢者の方の住居を集めましょ

うといったところまで研究されてい

る方もいます。また、エネルギーと

いうことでは、再生可能エネルギー

が、スマートシティの研究の中でも

扱われています。ただ、地域熱供給

というと、今お話したものとはベク

トルが違っていて、なかなか取り扱

えない感じがあります。

　そもそも地域熱供給はどこでやら

れているのか、一般的にまだまだ知

られていないという印象も強いです。

村木　日本の熱供給プラントは地下

にあることが多いので、認識されに

くいですよね。身近に感じられてい

ないので、研究テーマに選ばれにく

いということもあると思います。

　そのような中で、今後、地域熱供

給の認知度を高めていこうとすれば、

価格でアピールできるようになるこ

とが一番効果的だと思います。

　イギリスでは、ガス料金より地域

熱供給のほうが何％安いからメリッ

トがあります、というアピールの仕

方をしています。住民やディベロッ

パーも、安いのなら、じゃあ接続し

ようということになります。

谷口　村木先生の論文を拝読すると、

イギリスの場合は、公共がお金を出

しているケースと民間が100％資金

を出してやっているケースがありま

すよね。あの辺のバランスがすごく

面白いなと思うのですけれど、公共

がお金を出してやるケースというの

は、それによって街全体のエネルギ

ーコストを抑制できるとか、公共側

に何らかの理由があるわけですよね。

村木　公共としては、CO2排出削減

目標を達成するため、ということが

錦の御旗になっています。

　公共に投資をするお金がない時は、

民間事業としてやってもらって、公

共は顧客が増えるように接続の義務

付けなど制度的な後押しをします。

その方法でも、CO2排出削減の目標

値を達成していくことができます。

谷口　交通計画におけるコンパクト

シティの取組みなども、多極分散型

ネットワークを形成すると言いなが

ら、自治体がどれだけ本気でやろう

としているかということがあります。

　ドイツのように公共交通は赤字で

も投資をすると決めて、街なかに人

に出て来てもらえるようにする。そ

の街なかで商業施設等の整備もきち

んとコントロールするということが

できるのは、行政の中でその事業の

優先度を高く設定しているからです。

村木　そうですね。

谷口　そういうことがなくて、ただ

都市計画マスタープランに“丸（拠

点）”と“線（交通網）”の絵だけを

描いても、「本気度」が伴わなければ

意味がないんですよね。

低炭素型都市への誘導方法
村木　イギリスで地域熱供給の導入

検討の時のお話を伺ってみると、ど

こでも業務ビル、ホテル、温水プー

ル、病院などがあるかといったお話

が出ます。つまり、熱源機器が一日
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中一定の出力に近い形で運転できて、

熱の製造効率が高くなるように、お

湯を使う時間帯が異なるような建物

がうまく組み合わさった地区にでき

るかどうかが関心事なんですね。

　東京のような大都市は、まさに

色々な用途の建物が必要なところで

すから、再開発の時に、地域熱供給

に最適な施設の組み合わせの地区を

形成するということができるのでは

ないかと思います。また、それをや

るなら容積率にボーナスを付けると

か、そういう誘導策がなんとかでき

ないかと思うのですが、いかがでし

ょうか。

谷口　その仕組みをつくるのは問題

ないと思いますが、低炭素な都市づ

くりを考える場合、再生可能エネル

ギーの導入や、公共交通の整備など、

様々な取組みをやる中でトータルで

これだけのCO2 排出削減ができる

というのがよいでしょうね。その一

つとして、地域熱供給もこれだけ貢

献できるということでメニューに加

わるという形がよいと思います。

村木　その時に、このエリアでCO2

排出量を何％削減するという目標値

があるほうがよいなと思います。そ

れに向けてどういうメニューを選択

するか。全部の建物を地域熱供給に

接続して、それでも目標値に達しな

ければ、太陽光などの別の対策も入

れていくという方法も選択できます。

谷口　そうですね。目標値の設定も

すごく大事な要素です。

村木　でも、自治体に目標値をつく

りましょうと言っても、達成できる

のか、排出削減量はどうやって計算

したらいいのかなどの不安があるよ

うで、なかなか話が進みません。

谷口　私どもも、日本モビリティ・

マネジメント会議というところで、

自治体が公共交通に対して配慮した

行動を促進することでCO2 排出量

がどれだけ下がるか計算しましょう

と提案したところ、やはり同じよう

に、どうやっていいのか分からない、

やるのが大変という反応がありまし

た。そこで公共交通に配慮した行動

をした際のCO2 排出削減量の計算

式を、これでいいのかというくらい

非常に簡単な式にしました。

村木　簡単にすると使われますか。

谷口　以前よりははるかに活用いた

だいています。

村木　イギリスでは、そうした計算

が面倒だと言われるので、ウェブ上

で全部計算してくれるシステムをつ

くるような行政もあります。

谷口　それも簡単に扱えないと、取

り組んでくれないですよね。

村木　そうなんでしょうね。

谷口　交通調査の場合は、分析の対

象が1日単位の個人の行動になるの

で、個人ごとにデータを提供してい

ただかなければなりません。ですか

らウェブサイトをつくる場合でも、

個人のページがあって、今日はどう

いう行動をしたと入力してもらう

ことになります。それを見ていくと、

その個人の移動の仕方で、どれだけ

CO2排出を減らせたかというのが出

てくるので、個人ごとにチャレンジ

していくということも出来ます。建

物の場合もそういう誘導の仕方が何

か考えられるといいですね。

導管接続の義務化は必要
村木　2011年に資源エネルギー庁

の「まちづくりと一体となった熱エ

ネルギーの有効利用に関する研究

会」の委員になりました。その時に、

私はイギリスの地域熱供給の研究の

経験から、新規の開発を行なう際は、

周辺に地域熱供給があったら接続す

るように義務化すべきで、開発許可

と導管接続を連動させないと顧客が

増えないし、熱料金も下がらないと
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主張したのですが、結果的に導管接

続の義務化は難しいとなりました。

　義務化をしないのならば、ものす

ごいインセンティブを与えないと、

新規開発者はなかなか接続しないと

思うんですよね。

谷口　そうですね。

村木　現状でも、地域熱供給と個別

空調システムのコスト比較で選択を

見送られることがあります。

　両者の何のコストを比較するかと

いうこともあるのですが、ただ、日

本では熱導管の埋設費用がすごく

高くて、50 ～ 100万円/mくらいか

かるそうです。それがイギリスだと、

10万円/mほどなんです。

谷口　ええっ？！

村木　ですから熱導管を数km引く

となると、日本とイギリスでは埋設

費用が驚くほど違ってきます。

　それに、電力線、ガス管、通信線、

熱導管を一斉に引けばいいのに、日

本の自治体は申請があった順にバラ

バラに工事をさせてしまうことがあ

って、余計なお金が掛かってしまう

ことも多いです。

　都市のユーティリティ整備をどう

するか、自治体が仲介して開発者間

の調整を行なうことが求められるで

しょう。道路下の全体計画というも

のも予め考えておくとか、特に大規

模再開発では、計画的に全部一緒に

やることができればいいですよね。

谷口　例えば、汐留では共同溝を掘

ってその中に色々な配管を入れてい

ますよね。筑波などでも共同溝が整

備されています。筑波の場合は実験

プロジェクトという中での整備でし

も安心して取り組めないですね。

村木　都市計画マスタープランとし

て定めても、それを実行する強制力

が働くわけではないですから、何も

動かないという事態も起こります。

　条例化するのは手間も時間もかか

るでしょうけれど、そこまでやらな

いと、低炭素型の都市づくりも出来

ないし、熱導管にもっと建物がたく

さん接続されていくようなことも実

現できないでしょうね。そこは重要
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たけれども、バラバラの整備になっ

てしまうのはもったいないですね。

村木　首長が替わるたびに自治体の

方針が変わってしまうこともありま

すよね。それでは関連する事業者も、

やりにくいだ

ろうなと思い

ます。

　その点、イ

ギリスのサザ

ンプトン市で

は、超党派で

地域熱供給の

整備を何十年

間やると決め

ていて、その

方針は誰が市

長になろうと、

どこの政党が

第一党になろ

うと、変わら

ないようにし

てあるんです

ね。

谷口　それは

コンパクトシ

ティの整備な

どにも通じる

お 話 で す ね。

都市の構造を

変えるような

事 業 は、1 人

の首長の任期で終わらないことは明

らかなので、そういう体制をとるこ

とを基本にする必要があります。都

市構造に関する事業は、各自治体で

一般条例などによって推進体制を固

定してしまわないと、事業者の方々
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なポイントだと思います。

コンパクト化施策に地域熱供給を
村木　2014年5月に都市再生特別措

置法が改正されて、その時に新たに

導入された立地適正化計画制度によ

って計画を策定して都市をコンパク

ト化していくということが、地方都

市などで進められていくことになる

と思うのですが、いかがでしょうか。

谷口　立地適正化計画制度では、そ

の項目の中に熱エネルギーというの

はありませんが、どこかの自治体で

地域熱供給も盛り込んだ立地適正化

計画をうまくつくって、改正都市再

生特別措置法の目玉プロジェクトの

ような位置付

けがなされれ

ば、民間の施

設整備にも公

共の資金を投

下するという

ことが見せら

れて、よい方

向に動くので

はないかと思

えますね。

村木　そうで

すね。

谷口　それに、

病院が駅前に

移転する場合

には、土地利

用規制を緩和

して容積率を

上げるといっ

た話がすでに

出来ているの

で、それを地

域熱供給に応

用することは、

そんなに難し

いことではな

いと思います。

村木　そうすると都市部局の方たち

が立地適正化計画を考える時のため

に、やはり地域熱供給というものを

知識として持ってもらえるようにし

ておかなければいけないですね。

谷口　そうですね。地域熱供給をは

じめ、エネルギーの話は、都市計画

の教科書に載っていないですからね。

これからは、そういう項目も入れて

いかないとまずいですね。

　あと、最初に話題にしましたが、

どこで地域熱供給がやられているの

かということが分かるラベルとか、

マップみたいなものがあるとよいで

すね。新宿駅周辺では5地区で熱供

給事業が行なわれていると聞きまし

たが、それは一体どこなのか、現状

ではほとんどの人が分かりません。

村木　この街にはこの施設があるか

ら安全だというような、そういうプ

レゼンテーションが、日本の地域熱

供給の現場にはないんですよね。

　もっと皆さんの身近なものとして

感じてもらうためにも、情報提供、

情報発信は大きな課題ですね。

谷口　そう思います。

村木　ロンドンでは、「ロンドンヒ

ートマップ」というものがあります。

どこに地域熱供給のプラントがあっ

て、熱の需要がどこにどのくらいあ

るから、こことここをつなげるポテ

ンシャルがあるという情報をウェブ

で公開しているのです。日本でもポ

テンシャルマップをつくっている方

たちがいるので、それを誰でも見ら

れるようにするとよいと思います。

谷口　そういうのはいいですね。

　やはり情報がないと選択肢になり

ませんし、判断もできないので、そ

こをまず整備していくことが大事だ

と思います。


